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＜研修日程＞

会長講演　「精神科病院の現状と課題」

社団法人　日本精神科病院協会　会長　鮫島　健　先生

財政難といわれる近代のわが国の医療施策の動向として「医療費削減」「疾病予防」「患者負担の引き上げ」等がかかげられ、患者や病院経営者・従事者にとって、厳しい現状にある。中でも、病院経営の状況によれば、平成16年度以降に休止した診療科の件数では、婦人科・小児科に次いで、精神科は3番目に多いという話をきいた。当院の所在地である八戸市内において、精神科単科病院(5)・公立総合病院(3)・精神科ｸﾘﾆｯｸ(2)で医療圏域内の患者を支援しているが、いずれかの医療機関が破綻してしまったら、患者も医療従事者も大混乱に陥ることが安易に予想できた。医療抑制がもたらすものは、「医療の質の低下」「患者の生活破綻」「地域の医療体制崩壊」「病院の利潤追求による医療難民の出現」という悪循環であり、今後、どの地域においてもこのような状況に陥る可能性があることを改めて実感した。ただ、諸外国に比べて医療費の患者負担水準は低く、だれもが自ら医療機関を選択でき、すぐに医療を受けられるといった、高い質を保持してきたのは「医療従事者の献身的な努力」が背景にあり、自分自身もそうした意識を持ち続けたいと思った。

　日本の精神科医療において、長期在院者の退院促進などが叫ばれているが、こうした「社会的・歴史的長期入院患者」を生み出したのは、かつての“患者収容”といった方針をとってきた国の施策であり、現在の医療現場には、こうした社会から生み出された患者を、国に代わって患者が望む生活の場や生活スタイルを提供していくことが求められている。そのためには、十分な財源・人材派遣が必要であり、現状ではなかなか難しいということがわかった。

　

講演Ⅰ「地域移行支援における精神保健福祉士の役割」

東京国際大学　人間社会学部　福祉心理学科　準教授　齋藤　敏靖　先生

　齋藤先生の講演では、「地域移行支援は、“国の施策による患者の押し出し”ではなく、患者がひとりひとり生きがいを持って生活していくための支援である」ということを繰り返し強調していた。さいたま県宮代町にある地域支援センター「ふれんだむ」の活動を通し、実際に地域住民として生活しているﾋﾟｱサポーターが病院に入り、退院を目指している患者の支援を行うﾋﾟｱサポーターの活躍が取り上げられていた。平成14年から平成20年までに、さいたま県内の地域移行支援実績125件のうち、ふれんだむが実践しているのは45件と、全体の36％となっていた。私自身「○○さんから、青山荘を進められたんだけど、青山荘ってどんなところ？」というように、患者同士がインフォーマルな関わりの中で情報共有をしており、患者自ら積極的に質問してくるということをしばしば体験している。容易にふれんだむ同じ活動ができるかといえば、すぐにはできないとは思うが、患者が主体的に自身の生活設計をしたいと考えてもらうための手段をあれこれと工夫していかなければならないと実感した。

講演Ⅱ「成年後見制度の利用と精神保健福祉士の役割」

　　　　順天堂大学　スポーツ健康科学部　健康学科　準教授　岩崎　香　先生

　福祉サービスが措置から契約になったこと、介護保険サービスが導入されたことなどがあり、利用者本人の契約行為を担保する制度として成年後見制度が脚光を浴びるようになった。これは、利用者の自己決定の尊重を意図したもので“柔軟かつ弾力的な利用しやすい制度”として導入されているが、実際は申立て費用が高額であることや手続きが煩雑であることもあり、利用しやすい制度とは言い難い面もある。当院でも成年後見制度の内容を説明したり、手続きを勧めることにとどまっており、積極的に利用に結び付けるというケースは少ない。しかし、地域のなかには一人では契約やものごとの判断を行う事が難しいという人がたくさんおり、成年後見制度を利用している人も年々増えつつある。そのなかでの精神保健福祉士が担う役割についての話をうかがった。

成年後見人の大きな役割としては、「財産管理」「身辺看護」というものがある。後見人をつけるケースは、たいてい大きな財産があり、その管理を弁護士や司法書士が行うことが多いようであるが、中には被後見人が高齢であったり障害者であったりすることもあり、そこで利用者の生活面の援助として福祉専門職の協力を求められているという。生活の相談・助言・医療福祉などの機関との関わりなどは精神保健福祉士や社会福祉士などの専門職が援助を行い、財産などの管理は弁護士や司法書士が行うといった、複数後見も最近ではめずらしくないということをきいた。後見人になるということは、24時間本人の相談を受けたり、必要なときに本人のもとに駆けつけなければならなかったり、定期的な報告をしたり、権限の濫用や事故、損失がないように遂行するなど厳しい制約があり、後見人の依頼を受けた人物の資質が、利用者の生活をどれだけ充実させられるかということに関わっていることが分かった。

講演Ⅲ「地域移行支援におけるケアマネジメント」

　　　　駒澤大学　文学部社会学科　準教授　佐藤　光正　先生

　“ケアマネジメント”というテーマでの講演であり、他の講演よりも実践的・技術的な話しが多かった。「ミスポディション」という考え方が印象的であり、患者は本来の力があり、本人がその力を発揮できないのは、発揮させる環境ではないからであるといった理論であった。本人が力を発揮するためには、何が必要なのかを一緒に考える作業が大切であることを改めて感じた。また、そうした「患者主体」ということを“当事者の運転する車にのって目的地に向かう”という表現をしており、私達が行っている支援は当事者がハンドルを握っているだろうか、援助者が持っている車に当事者を乗せているほうがよっぽど安全・安心だと判断して勝手に運転しようとしていないか、などというように日々の業務を振り返ることができた。その人らしさを引き出し、生活を支援していくことが本当の意味での地域移行支援というのではないかと考えた。

講演Ⅳ「地域移行支援と家族心理教育」

　　　　新潟大学　医学部　保健学科　教授　後藤　雅博　先生

　感情表出の高い家族と統合失調症の再発の因果関係についての統計があり、感情表出が高いほど再発率も高いということが示されていた。こうした家族調整を行うにあたり、アメリカでは家族心理教育の実績を挙げており、どの医療機関でも実施できるようEBPツールキットプロジェクトというものを立ち上げて実践しているという。実際どのような内容のプログラムを行っているのか、非常に興味を持って聞いていた。イメージとしては、当事者・家族を対象としたSSTのようなもので、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの練習を行うだけではなく、疾病教育のような要素もあり、プログラムを通して当事者と家族が一緒に疾病や障害をみつめられるという内容であった。自分自身が関わっている入院や外来のケースで実践してみたいと感じた。やはり、この講演でも、地域移行支援は“退院”を目指すのではなく、“地域に根付いた生活ができるよう支援すること。回転ﾄﾞｱ式にならない為の支援であること”ということが強調されていた。

考察

　日本の“患者収容”という方針が生み出した長期入院患者の問題は、直ぐに解決するわけではない。しかし、患者が望む生活スタイルを実現させるために、患者と一緒に考えて、一緒に生活していくという視点はどんな時代であっても大切にしていくべきであり、実現させるためには、様々な工夫が必要だということが分かった。入院中から、地域の社会資源と関わる機会を増やすなど、患者が「こういう生活をしたい」という意欲を引き出す視点や技術がＰＳＷにとっては退院促進を図る上では必要になってくるのだと強く感じた。
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